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行政手続の簡素化について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素より本会運営に格別のご理解

とご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。 

このことにつきまして、令和元年 12 月 25 日付けで厚生労働省医薬・生活衛生局総務

課、同医薬品審査管理課、同課化学物質安全対策室、同医療機器審査管理課、同医薬安

全対策課、同監視指導・麻薬対策課より、本会会長宛に別添写し①のとおり事務連絡が

ありましたので、お知らせします。 

  

記 

 

■概 要 

 厚生労働省では、平成 29 年度規制改革実施計画（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）及び

「行政手続部会取りまとめ～行政手続コストの削減に向けて～」（平成 29年 3月 29 日規

制改革推進会議行政手続部会決定）を踏まえ、民間事業者が行う行政手続コストを 2020

年までに 20％削減することを目標とし、「行政手続コスト削減のための基本計画」を策

定、令和元年 6月に最新版（別添②）を公表した。 

そのうち、薬事行政分野の基本計画では、手続に当たって事業者が窓口への移動等に

係る時間を削減するため、以下の方策が示されている。 

・ 届出等提出・許可証等の受取りの郵送化 

・ 提出書類・情報の見直し 

・ 真正性・本人確認の見直し（押印及び電子証明の不要化） 

・ 申請・届出等の様式及び書式の統一化 

・ 標準処理期間や審査基準等の統一的な運用 

・ 電子媒体の積極的な活用 

 また、当該基本計画に係る取り組みの一環として、別添③「行政手続の簡素化につい

て（協力依頼）」（平成 31 年 3 月 29 日付事務連絡）を地方公共団体宛に発出し、下記の

事項について周知した。 

・ 各種許認可申請・届出様式及び添付書類は、医薬品医療機器等法施行規則において定

めている申請・届出様式により提出しても差支えないこと 

・ 届出等において必要となる診断書等の添付書類は任意の様式で差支えないこと 

・ 「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」（令和元年法律第 16号）第 5

条第 4項において、地方公共団体も「情報通信技術等を利用して行われる手続等に係

る情報システムの整備等の施策に努めることを規定 

 

以上 


